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1. はじめに 

 わが国では，平成 18 年において総人口の

20.8％が65歳以上という高齢者率を超える等高齢

化が進んでおり，また，障害者の就労や外出機会

の問題をも抱えている．そのような背景の中，ノー

マライゼーションの理念が浸透し，高齢者や障害

者等の自立や社会参加を支える都市環境整備が

求められている． 

 このような問題に対処すべく，円滑な移動，およ

び円滑な建築物等の施設の利用を確保することを

目的に，平成18年「高齢者，障害者等の移動等の

円滑化の促進に関する法律」（通称：バリアフリー

新法）が施行された．その成果，歩道や公共施設

等のバリアフリー整備は着々と進められている．し

かし，厳しい財源状況の中では，駅ターミナルにお

いても，効率性・効果性を求められたバリアフリー

整備が求められる．そのため，利用者の身体的な

負担を考慮した経済的な評価が必要である． 

 

2. 既存の研究と本研究の位置づけ 

 身体的な負担を考慮した駅ターミナル評価には

次のようなものがある．北川 1）は，エネルギー代謝

率（RMR）を用いて，水平歩行の歩数を基準とし，

身体的負担からの少ないルートや垂直移動評価を

評価した上で，身体的負担を軽減する移動ルート 
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を求めた．同様に，筆者ら 2）によって，歩行者およ

び車いす利用者のスロープ運動における生理的

な反応を考慮し，身体的負担を軽減させる移動ル

ートを求めた．また，大島ら 3）は，｢乗り換え抵抗算

定式｣，を用いることによって，鉄道利用者の乗換

抵抗を定量的に把握し，貨幣換算することで，エス

カレーター（以下，ES）との乗換抵抗低減効果の評

価を行った． 

 本研究では，これらの既存の研究を考慮し，筆者

らが過去に酸素摂取量により導き出された身体的

負担のモデル式を用いることによって，バリアフリ

ー整備前後における利用者便益を算出し，整備効

果を評価することを目的とする． 

 

3. 身体的負担の導出 

（1）酸素摂取量 

1分間当たりの酸素消費量（または酸素摂取量）

によって運動強度を表す方法であり，最も基本的

な運動強度の表示方法といえる． 

 一般に酸素摂取量は運動時の酸素の摂取量を

表し，運動の程度が大きくなるにつれ，より多くの

酸素を体内に摂取し，エネルギーをつくる必要が

あるため，酸素摂取量も比例して大きくなる．すな

わち酸素摂取量が大きい運動ほど身体的な負担

が大きい運動といえる（図 1）． 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.酸素摂取量と運動強度の関係 
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（2）エネルギー代謝率について 

 身体的負担を測定するために，本研究では，体

内の酸素消費量をもとにしたエネルギー代謝率

（以下，RMR＝resting metabolic rate）により導いた．

次式で表される． 

 

 

RMR を用いることで，運動や身体活動の強さを簡

単な数によって表すことができる．また，様々な環

境における１分間当たりのエネルギーの概略値を

示していることより，駅ターミナルでの経路別の身

体的負担を測定するのに便利である．表１に日常

的な運動のRMRの一部を表 1に示す． 

表 1 日常的な運動の主な RMR 値 

範囲 基準
散歩（40～60ｍ/分） 2.0～3.0 2.5
正常歩（70～80ｍ/分） 2.5～4.0 3.3
急歩（90～100ｍ/分） 3.5～5.5 4.5
ジョギング（120ｍ/分） 5.0～7.0 6.0
ランニング（200ｍ/分） 11.0～13.0 12.0
階段（昇り　90段/分） 6.0～8.0 7.0
階段（下り　90段/分） 2.5～3.5 3.0
サイクリング（10ｋｍ/時） 2.5～4.0 3.0
サイクリング（20ｋｍ/時） 4.0～6.0 5.0
テニス 4.0～7.0 6.0
バレーボール 4.0～7.0 6.0
ダンス（軽い） 2.5～3.5 3.0
ダンス（活発な） 4.0～6.0 5.0

運動の種類
ＲＭＲ

 

（旧厚生省：健康増進施設における技術指針，1996 参考） 

（3）Mets 

身体的な負担を表すとき，国際的には，運動中

の消費エネルギーが安静時の代謝のエネルギー

の何倍に当たるかを示すＭｅｔｓ〔Ｍｅｔ；metabolic 

equivalent（代謝当量）の略〕が，活動強度の単位と

して用いられる．Ｍｅｔｓは次式で表される． 

 

 

 ＲＭＲには安静時の消費エネルギーは含まれず

運動によって余分に消費されるエネルギーの大き

さを表しているのに対して，Ｍｅｔｓには安静時の消

費エネルギーも含まれている点である．したがって，

安静という状態は，ＲＭＲで表すと0であるが，Ｍｅｔ

ｓで表すと1になる．また，相互変換することが可能

である． 

（4）本研究におけるモデル式 

過去に筆者らは，各移動距離を水平移動に換

算するために，酸素摂取量と身体的負担の関係か

ら換算係数を導き，モデル式を作成した．ただし，

今回は，利用実態調査において階段の昇りと降り

の利用者割合まで把握しきれなかったため，昇りと

降りをひとまとめにした換算係数を用いた． 
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4. 実地調査 

 整備効果を評価するために，利用便益を算出し

なければならない．事例対象として利用した鉄道

駅は，以下の通りである． 

表 2．調査概要 

対象駅 泉北高速鉄道線　深井駅
駅構造 島式ホーム1面2線の高架駅．2階に改札・コン

コース，3階にホーム．改札口は1ヶ所のみ．
昇降施設 EV1機，ES1機
乗降客数 22，824人/日（平成17年度）※
調査時期 平成18年11月23日（休）～24日（平日  

※泉北高速鉄道線公式 HP より 

  

利用実態調査を明確にするため，改札口からホ

ームまで上下移動施設を利用するようにルート1か

らルート4まで以下のように設定した． 

 

１階へ 

ES 

階段 

改札  

階段 

EV 

PH へ 
PHへ 

 

図 2．深井駅 2 階平面図 
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ルート1：改札から見て左側の階段（以下 E1 とす

る）を利用する． 

ルート2：EVを利用する． 

ルート3：昇りES を利用する． 
ルート4：改札から見て右側の階段（以下 E2 とす

る）を利用する． 

 

 整備効果を評価するために，駅ターミナル内に

おけるバリアフリー設備の費用便益費を以下の順

で算出した． 

 

①まず，利用便益を求めるために，各ルート別に

上下移動施設の一日利用者数を求めた． 

②次に，各上下移動施設の規格を，図面より測定

し，ルートごとの移動距離を算出し，（２）式のモデ

ル式に代入することで負担距離（ｍ）を求めた． 

③上記において単位ｍで表した，負担軽減の値を

貨幣価値に置き換える．大島らの研究では，水平

歩行運動と比較的近い値の業種（製造業）の労働

時間と収入の関係から，単位エネルギーあたりの

貨幣価値を算出している．本研究も大島らの研究

と同様に（ⅳ）式を用いた． 

 

貨幣換算モデル式 
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（ⅳ）式を使って，歩行者における水平歩行 1m

当たりのエネルギー価値を 0.53（円/m）と求めた．

本研究ではこの値を利用し，歩行者の水平歩行貨

幣価値を算出する． 

④各ルートの負担距離の差と貨幣換算モデル式よ

り，利用 1回あたりの利用者便益が求まる． 

⑤整備効果を評価するにおいて，利用者便益と比

較するために，ESおよび EVのそれぞれの初期投

資費用と利用維持費を用いた．泉北高速鉄道およ

び日本エレベーター製造㈱へのヒアリングによる結

果を表 3に示す． 

表 3．ES および EV にかかるコスト 

初期設置費用 利用維持費
ES 31.5（百万円）2.55（百万円/年）
EV 86.1（百万円）0.96（百万円/年） 
⑥（設備利用 1 回あたりの利用者便益）×（一日利

用者数）×240 日により，一年間の設備の利用者便

益を算出する．これとコストを比較することによって，

年間費用便益比，すなわち，整備効果が評価する

ことができる． 

 

5. 事前事後のケースの設定 

 整備効果を評価するための事前事後のケースを

以下のように設定する． 

 

ケース①：昇りESのみ設置したケースを想定する，

すなわち，昇りES のみの整備効果を評価する． 

ルート1,4 → ルート1，3，4 

ケース②：EV のみ設置したケースを想定する，す

なわち，EVのみの整備効果を評価する 

ルート1,4 → ルート1，2，4 

 

6. 調査結果 

ケース①，ケース②の設置年度における整備効

果の評価結果を，それぞれ表4，表5に示す．ケー

ス①では，設置初年度においてすでに費用便益

費が 1を上回る結果となった．ケース②では，初年

度では，0.27と1を下回る結果となった．そこで，設

置年度以降の費用便益を考慮し，経過年までの累

積値を導いた（表 6）．これによると3年後に費用便

益費が 1 を越すことがわかる．ただし，利用者数の

変化は考慮していない． 

Ⅴ＝歩行１ｍ当たりエネルギー価値（円/ｍ） 

Ｅo＝歩行１ｍ当たりエネルギー消費量（ｋｃａｌ/ｍ） 

  ＝０．０５２５ｋｃａｌ/ｍ 

Ｐ＝製造業の現金給与額（円/月） 

Ｍ＝労働のエネルギー消費量（ＭＥＴｓ） 

Ｅ＝１ＭＥＴｓ当たりのエネルギー消費量（ｋｃａｌ/ｋｇ/h/Ｍ

ＥＴｓ) 

Ｗ＝体重（ｋｇ） 

Ｔ＝製造業の労働時間（ｈ/月） 

･･･（ⅳ） 



 

表 4.ケース①：昇り ES の利用便益 

項目記号 項目 算出値 備考
Ａ 施設利用一回あたりの平均利用者便益（円） 37.4 計算より
Ｂ 事後増分一日利用者数（人） 9564 利用実態調査より
Ｃ 一日の利用者総便益（円・人） 357612.306 Ａ×Ｂ
Ｄ 一年間の利用者便益（百万円/年） 85.83 Ｃ×240
Ｅ 初期施設設置費用（百万円/年） 31.5 ヒアリングより
Ｆ 初年度における費用便益比 2.72 Ｄ÷Ｅ  

表 5．ケース②：EV の利用便益 

項目記号 項目 算出値 備考
Ａ 施設利用一回あたりの平均利用者便益（円） 39 計算より
Ｂ 設置後増分一日利用者数（人） 2520 利用実態調査より
Ｃ 一日の利用者総便益（円・人） 98233.38 Ａ×Ｂ
Ｄ 一年間の利用者便益（百万円/年） 23.58 Ｃ×240
Ｅ 初期施設設置費用（百万円/年） 86.1 ヒアリングより
Ｆ 初年度における費用便益比 0.27 Ｄ÷Ｅ  

表 6 設置初年度から経過年までの累積値による費用便益費の変化 

設置年（２００２年）1年後（２００３年） 2年後（２００４年） ３年後（２００５年）４年後（２００６年）５年後（２００７年）

ランニングコスト 0 0.96 1.92 2.88 3.84 4.8

イニシャルコスト 86.1 86.1 86.1 86.1 86.1 86.1

合計 86.1 87.06 88.02 88.98 89.94 90.9

便益 Ｅｖ設置の利用者便益 23.6 47.2 70.8 94.4 118 141.6

0.27 0.54 0.80 1.06 1.31 1.56

費用

費用便益比

単位（百万円）

 
 

7. まとめと今後の課題 

 本研究では，酸素摂取量により導いた身体的負

担のモデル式を用いることによって，利用者便益を

算出し，整備効果を定量的に示すことができた．酸

素摂取量による身体的負担の算出により，既存の

研究で行われているルート選択だけでなく，ES や

EV 等のバリアフリー設備の効果性を示す可能性

が見えた．また，EV においては，ES のように設置

初年度に効果が表れないものの，累積値を算出す

ることによって，経過年の費用便益の変化を予測

することができた．ただし，利用者の変化等も考慮

しなければならない． 

今後の課題として，は次のようなことがあげられ

る． 

① 利用実態調査の段階で，各設備の利用者属

性別，昇降別の利用者数は把握することで，よ

り精度の高い整備効果評価を求める． 

② 設備利用による負担の軽減は，年齢，性別，

身体的特徴によっても異なるので，それらを考

慮したモデル式を考案する必要性がある．特

に，EV における車いす利用者の効果は絶大

であると考えられる． 

③ 人口統計や高齢者推移による便益将来予測，

利用者の動線や心理等，設置場所による効果

等も考慮した研究をしていかなければならな

い． 
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